
 

【問】 

 甲さんは、令和 6 年 12 月に死亡しました。相続

人は長男 A さんと次男 B さんの 2 人です。A さん

は、甲さんの死亡により、甲さんが保険料を負担し

た生命保険金 1 億円を受け取っています。その生命

保険金以外の甲さんの本来の相続財産は、6,000 万

円です。この相続に係る遺産分割において、A さん

と B さんは、生命保険金と相続財産の合計額 1 億

6,000 万円を折半することにし、相続財産 6,000 万

円は全て Bさんが取得し、Aさんは受取った生命保

険金 1億円から現金 2,000万円をBさんに支払うこ

とを考えています。 

以上の場合に、AさんがBさんに支払う現金2,000

万円は、相続財産を目的とする代償分割が行われて

代償債務の支払いがあったときと同様に、甲に係る

相続税の計算上、代償債務として控除することがで

きますか。あるいは B さんに対する贈与とされて、

Bさんに贈与税が課税されますか。 

 

【回答】 

１．結論 

生命保険金は受取人（A さん）の固有財産であり、

代償債務の目的となるべき現物分割の対象財産とな

りえないので、B さんに支払った 2,000 万円を代償

債務として、A さんの相続税の課税価格から控除す

ることはできません。A さんが支払った 2,000 万円

については、B さんに対する贈与となり、B さんに

対して贈与税が課税されます。 

２．解説 

 (1)代償分割による相続財産の分割 

 代償分割とは、相続人のうちの１人又は数人に相

続財産を現物で取得させる一方で、その現物を取得

した者に、他の相続人に対して、自己の固有財産を

提供するという債務を負担させる方法で相続財産の

分割を行うことをいいます。 

 本問のように複数の相続人が相続財産を分割する

場合、個々の相続財産をそれぞれ相続人に分配する、

現物分割による遺産分割の方法を用いるのが一般的 

です。ただし、遺産分割の実務においては、相続人

のうちの１人又は数人に法定相続分を超えて相続財

産の全部又は大きな部分を現物で取得させ、その代

償として、その現物を取得した者に他の相続人に対

し自己の固有財産（代償財産）を提供するという債

務を負担させる方法で相続財産の分割を行う、いわ

ゆる「代償分割」による遺産分割の方法も広く行わ

れています。 

(2)代償分割を行った場合の相続税の取扱い 

 代償分割を行った場合の相続税における取扱いは、

次のようになります（相続税法基本通達 11 の 2-9、

11 の 2-10）。 

①代償財産の交付を受けた人 

  相続又は遺贈により取得した現物の財産（相続

財産）の価額と交付を受けた代償財産の価額との

合計額を課税価格とします。 

 ②代償財産の交付をした人 

  相続又は遺贈により取得した現物の財産の価額

から交付をした代償財産の価額を控除した金額を

課税価格とします。 

(3)本問へのあてはめ 

 A さんとB さんは生命保険金を目的とした代償分

割を想定していますが、代償分割は、本来の相続財

産を現物分割することに代えて行われるものであり、

生命保険金は相続財産に該当しません。生命保険契

約は保険契約者と保険会社との間で締結された第三

者（保険金受取人）のためにする契約であり、その

契約に基づく生命保険金は、保険事故（被保険者の

死亡）を原因として第三者である受取人が固有の権

利として取得するものだからです。 

以上により、A さんが受け取った生命保険金は代

償債務の目的となるべき現物分割の対象財産となら

ず、Bさんに生命保険金から支払った2,000万円は、

代償債務としてAさんの相続税の課税価格から控除

することはできません。A さんが支払った 2,000 万

円は、B さんに対する贈与とされ、B さんに贈与税

が課税されます（参考：大阪国税局「資産課税関係 

誤りやすい事例(相続税関係 令和 5 年版)」19）。 
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